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要旨：近年アメリカでは、中程度のスキルレベルの労働力養成を目的として、キャリ
ア・パスウェイの開発が進んでいる。本稿では、若者のキャリアへの移行を改善する
ためのシステム形成に不可欠だと考えられる地域レベルのパートナーシップに着目
し、カリフォルニア州ロングビーチにおけるパスウェイ開発の事例を検討した。本稿
の目的は 9～14学年を対象としたパスウェイ開発の特徴を明らかにすることであり、
「繁栄への道筋ネットワーク」が提起する枠組みを分析の視点とした。検討を通じて
明らかになったのは、次の 3点である。第 1に、9～14学年のパスウェイ開発におい
ては、キャリア・カウンセリング、二重単位、職場を基盤とした学習、それを提供す
るための仲介組織が重要である。第 2に、職業教育と労働力開発で分離されてきたパ
スウェイ開発が、現在、地域レベルで統合されつつある。第 3に、同州でパスウェイ
開発が推進された背景には、学力面や経済面で恵まれない生徒が増大したことが挙げ
られる。

Abstract : Recently, development of career pathways has been promoted in order to train
middle-skilled workers in the United States. This study addresses the pathway development
in Long Beach, California, focusing on local partnerships, which is essential to the system
building for youth transition to career. It aims to examine the characteristics of the develop-
ment of 9-14 pathways, in terms of the framework proposed by the Pathways to Prosperity
Network. In conclusion, career counseling and dual credit are emphasized, as well as work-
based learning through an intermediary, in developing these 9-14 pathways. Two strands of
career pathways, career and technical education for the youth and workforce development
for adults, are being integrated regionally. The reason that the development of career path-
ways is being promoted in California is the growing number of academically and economi-
cally disadvantaged students.
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Ⅰ．はじめに

アメリカにおけるキャリア・パスウェイと
は、端的にいえば、特定のキャリアに就くため
の学習経路を意味する。よってそのシステムで
は、特定の産業分野の認定証（certificate）の取
得を就職に結びつけるとともに、より高レベル
の教育訓練や昇進を可能にするための一連の支
援サービスの提供等が必要となる1）。アメリカ
では従来、このようなキャリア・パスウェイは
未整備であったが、近年、中程度のスキルレベ
ルの労働力不足を背景にオバマ政権が推進し、
全米各地で開発が進んでいる。本稿では、なか
でもその開発に大規模に取り組んでいるカリフ
ォルニア州ロングビーチの事例を挙げ、教育機
関や企業、コミュニティ関係者が生徒の成功と
地域経済の発展の両方に向けていかに連携し、
また、そのためにどのような施策が実施されて
いるかを検討する。
本稿がパスウェイ開発における地域レベルの
連携に着目する理由は、それがアメリカにおけ
る長年の課題、すなわち、若者のキャリアへの
移行を改善するためのシステム形成に不可欠だ
と考えるからである。藤田晃之も指摘している
ように、アメリカではとりわけマイノリティの
若者やハイスクール中退者が定職に就くことは
容易ではなく、転職を繰り返したり、そうした
就労の機会すら得にくい者もいる2）。これは若
年者の雇い入れを躊躇する企業側の慣行と無関
係ではなく、また、後述するように、アメリカ
企業は職業教育訓練への参画も積極的とはいえ
ない。
『働くために学ぶ：OECD 職業教育訓練レビ
ュー統合報告書』（Learning for Jobs, Synthesis
Report of the OECD Reviews of Vocational Edu-
cation and Training）も指摘しているように、
職場は生徒を就職に備えるだけでなく効果的な
学習環境となる等、近年、その意義が強調され
ている3）。このレビューにアメリカからコンサ
ルタントとして参加したナンシー・ホフマン

（Nancy Hoffman）博士は、徒弟制や長期のイ
ンターンシップといった職場学習の最も集中的
な形態が、同国で若者のほとんどに欠けている
青年から成人への移行を支援する構造になると
強調した4）。しかし、ヨーロッパ諸国のように
雇用者の職業教育への参画が規定されていない
この国で、質の高い職場学習の機会は限られて
いる。
アメリカで職場学習といえば、1994年にド
イツ徒弟制をモデルにした学校から職業への機
会法（School-to-Work Opportunities Act）が制
定され、若者の職業への移行を改善する目的で
導入された経緯がある。しかし、同法は 5年間
の時限立法だったこともあり、実施されたのは
職業訓練というより職場見学等のキャリア開発
活動が中心だった5）。21世紀に入りアカデミッ
ク基準とアカウンタビリティに基づく教育改革
が強化されると、職場を基盤とした学習への関
心は急速に失われたと考えられる。
教育機関の側も課題を抱えている。オバマ政
権は発足以来、準学士やより短期で取得できる
認定証の取得を促そうとコミュニティ・カレッ
ジ強化策を講じてきた6）。これら中等後の資格
証（credentials）が比較的高収入をもたらすこ
とも、近年の調査研究が明らかにしている7）。
その一方で、コミュニティ・カレッジは 4年制
志向が強いアメリカのハイスクール卒業生にと
って望ましい進学先とはいえない。進学しても
多くが 4年制への編入を希望し、準学士や認定
証を取得する学生はかなり少数である8）。ま
た、必要とされる補習教育を学生の多くが受講
すらせず、受講しても一連の科目を修了するの
は受講者の半数にも満たない等、学位取得は困
難といえる9）。このように、中堅職向けのパス
ウェイを提供すべきコミュニティ・カレッジは
実際にはうまく機能していないが、この実態が
日本の先行研究の中で言及されることは少な
い10）。
また、ハイスクールの職業教育はそもそも質
の問題を抱えている。近年、STEM（Science,
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Technology, Engineering and Math）と呼ばれる
理数と技術関連の成長分野等で質の高いプログ
ラムが開発される一方で、昔ながらの時代遅れ
のプログラムも混在している。さらにいえば、
職業教育は白人以外の生徒のための二流のプロ
グラムと蔑まれてきた歴史を今なお払拭できて
おらず、とりわけエリート層には過小評価され
ている11）。こうしたハイスクールの職業教育を
コミュニティ・カレッジと接続し、労働市場の
ニーズを反映させて改善を図る必要があろう。
もちろん、中堅職をターゲットにしたパスウ
ェイ開発は既に着手されている。後述するが、
各州でパスウェイ開発に拍車がかかったのは、
連邦職業教育補助法である第 4次パーキンス法
（Carl D. Perkins Career and Technical Education
Act）の改正以降である。2006年のこの改正に
よりパスウェイの構造は「学習プログラム」
（Programs of Study）として定義され、2010年
の調査では約 9割の州と地域がこれを職業プロ
グラムに採用している12）。
こうしたなか 2011年 2月、先の OECD 職業
教育訓練レビューに影響を受けたハーバード大
学教育大学院のグループは、『繁栄への道筋』
（Pathways to Prosperity）13）を発表した。この報
告書は、職場を基盤とした学習を拡充し、より
多くの若者が労働市場で価値ある中等後資格証
を取得可能にするため、すべての生徒を対象と
した 9～14学年にわたるキャリア・パスウェイ
のシステム開発の重要性を指摘している。加え
て翌 2012年 6月、同大学院は先のホフマン博
士が副所長を務めるシンクタンク Jobs for the
Future とともに「繁栄への道筋ネットワーク」
（Pathways to Prosperity Network）を発足させ、
現在では 12州においてパスウェイ開発のため
の支援活動を行っている14）。
特筆すべきは、「繁栄への道筋ネットワーク」
の戦略が「学習プログラム」とは異なり、中等
及び中等後教育機関の接続にとどまらず企業や
地域の関係諸機関と連携するための枠組みを提
供している点だろう。藤田も指摘しているよう

に、若年労働者の育成や若年者の就業支援の改
善は常にアメリカ教育改革の焦点の一つとされ
てきたが、学校教育に限定した取り組みによっ
て見込まれる成果は限定的にならざるを得な
い15）。その点、同ネットワークの戦略は学校教
育の壁を超えた連携の枠組みといえる。「繁栄
への道筋ネットワーク」の戦略を取り上げた日
本の先行研究は見あたらないなか、本稿が事例
とするカリフォルニア州は同ネットワークに参
加しており、その模範事例と位置づけられてい
るのがロングビーチである16）。本稿ではこれら
の事例の検討を通じて、9～14学年を対象とし
たパスウェイ開発の特徴を浮き彫りにしたい。
ここで、アメリカにおける教育パートナーシ
ップの概念について述べる。赤星晋作も言及し
ているように、アメリカでは学校と地域社会の
連携は伝統的に活発であった17）。大野裕己によ
れば、1980年代初頭、アメリカ教育は『危機
に立つ国家』（A Nation At Risk）で描かれたよ
うに、国家財政の危機的状況と公立学校の質の
低迷という二つの課題に直面していた。そこ
で、連邦の支出削減と地方への権限委譲という
行政改革を行ったことで生まれたのが教育パー
トナーシップであるという。それは当初、企業
との連携を通じた効率的な公立学校・教育行政
改革を意味していたが、その後、対象を保護者
や地域機関、大学等の地域社会一般に拡大し、
それらの互恵関係により地域社会の総合的教育
改革を推進する政策概念となった18）。近年カリ
フォルニアは、この概念を州の教育政策に導入
していると考えられる。パスウェイ開発を地域
レベルで推進するために 2014年度から 2年間
で 5億ドルもの州補助金が拠出され、学区や教
育機関、企業、地域組織等が協働を開始してい
る。
このように今や職業教育推進州ともいえる同
州だが、マサチューセッツやオハイオ、ケンタ
ッキーといった諸州のように職業教育重視の伝
統があるわけではない。1990年代からの生徒
急増期には財政事情が悪化し、総合制ハイスク
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ールを中心に職業プログラムが削減された過去
もある19）。そうしたカリフォルニア州で、今な
ぜ職業教育やパスウェイ開発が推進されている
のか、その経緯についても明らかにしたい。
以上のような問題意識から、本稿では「繁栄
への道筋ネットワーク」の戦略を手がかりにカ
リフォルニア州ロングビーチにおけるパスウェ
イ開発を分析する。構成としては、まず、アメ
リカにおけるパスウェイ開発を概観し、「繁栄
への道筋ネットワーク」の戦略を取り上げた上
で、カリフォルニア州における教育パートナー
シップの意義と、生徒を進学とともにキャリア
へと準備する「関連づけられた学習」（Linked
Learning）の発展について述べる。さらに、先
駆的とされるロングビーチにおける教育パート
ナーシップと「関連づけられた学習」の展開、
加えてコミュニティ・カレッジが中核を担う産
業別のパスウェイ開発を取り上げる。なお、研
究方法としては文献研究を中心に、2015年 3
月の現地調査で入手した資料も用いる20）。

Ⅱ．アメリカにおける
キャリア・パスウェイの開発

アメリカにおけるキャリア・パスウェイ開発
には、中等及び中等後教育の接続を軸とした職
業教育改革の系譜と、成人対象の労働力開発の
系譜がある。まず、パスウェイ開発の契機とな
ったのは、後者に位置付く 1994年成立の全米
技能基準法（National Skill Standards Act）だろ
う。アメリカの能力評価制度には州レベルで資
格認定が行われる専門職と業界団体による認証
があるが、同法はこれを統一的な技能基準と評
価、認証の一貫したシステムにすることを目的
とし、連邦政府や雇用者、労働組合等の関係者
から成る全米技能基準委員会が設置された。同
法について山崎憲21）は、関係団体の自主的な協
力連携に基づく試みだったこともあり成果は上
がらなかったと述べるにとどまっている。
しかし実際には、同法はむしろその後の職業
教育改革の枠組みを準備することとなった。西

美江22）によれば、同法を受けて連邦教育省職業
・成人教育局（Office of Career, Technical, and
Adult Education）がいくつかの州に補助金を出
し、教科及び職業分野の基準を組み込んだ統合
モデルの開発を行い、これが契機となって、
2002年に全 16クラスター（cluster）と 81パス
ウェイ毎に「知識とスキル」が策定された。州
レベルでもこの枠組みに倣った基準の開発が行
われ、教育内容のみならず指導や評価の枠組み
としても機能している。
中等及び中等後教育の接続についてさらに遡
るならば、1990年改正の第 2次パーキンス法
（Carl D. Perkins Vocational and Applied Technol-
ogy Education Act）において、ハイスクールの
後半 2年間とコミュニティ・カレッジ 2年間の
プログラムを接続するテクプレップ（Tech
Prep）が初めて規定された。しかし、ハイスク
ールで取得した単位は当初、接続先のカレッジ
に入学するまで認可されなかったこともあり、
中等後教育の継続や資格証取得には効果がなか
った。その点、近年普及しつつある二重単位は
ハイスクール在学中にカレッジの単位も同時取
得できる23）。キャリア・パスウェイの構造を定
義した第 4次パーキンス法の「学習プログラ
ム」規定には、1）中等と中等後教育の要素を
組み込み、2）重複のない科目進行の中でレベ
ルの高いアカデミック基準を取り入れた厳格な
職業教育の内容を含み、3）中等段階の生徒に
二重単位等により中等後の単位を獲得する機会
を与えてもよく、4）中等後段階の業界認定証
（industry-recognized credential）や認定証、もし
くは準学士や学士の取得へと導く、の 4点が要
件となっている。すなわち、中等及び中等後教
育の円滑な接続のために二重単位が奨励され、
準学士や学士、業界認定証の取得に結びつける
ことが求められている24）。
以上のような職業教育改革の系譜に対して、
久本貴志25）は労働力開発のための成人を対象と
したキャリア・パスウェイを取り上げている。
最貧困層向けは福祉政策、貧困層向けは労働力
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投資法（Workforce Investment Act, WIA）によ
る雇用訓練政策として、それは各州においてい
ずれも低技能職中心の就労支援プログラムとし
て開発されてきた。WIA の下、いずれもワン
ストップ・センターによる就労支援体制に組み
込まれており、久本は短期プログラムの受講が
準学士の取得に繋がる事例を紹介している。
このように、職業教育と労働力開発で別々に
開発されてきたキャリア・パスウェイは、日本
の先行研究においても同時に論じられることは
なかった。しかし、近年これら 2つのパスウェ
イが統合されつつある。下田健人26）の指摘によ
れば、従来、連邦教育省と労働省の関係は必ず
しも協調的ではなかったが、実際には地域レベ
ルで両者のプログラムがコミュニティ・カレッ
ジを中心に実施されてきた。統合の一例とし
て、例えばケンタッキー州では、2000年に入
り成人の資格証取得を推進しようとコミュニテ
ィ・カレッジ・システム全体で取り組んだ開発
が、結果的に成人と若者向けのパスウェイを統
合させることにつながった。それはパスウェイ
を積み重ねできる資格証として構造化するもの
で、プログラムにいくつもの入口と出口を設け
継続的な教育訓練によるキャリアアップを可能
にする27）。2012年には、労働省雇用訓練局と
教育省職業・成人教育局、さらに保健福祉省児
童家庭局も加わってパスウェイ開発の推進に関
する共同文書が発表された。すなわち、持ち運
び（portable）、積み重ねできる資格証としてキ
ャリア・パスウェイを構築するために、これら
3機関は労働力開発と教育、福祉サービスを州
と地域レベルの両方で連携させるより組織的な
アプローチの重要性を表明したのである28）。
総合的なキャリア・パスウェイのシステム開
発に向けて、上記 3機関は次のような指針を示
した。それは、1）省庁間のパートナーシップ
形成と役割の明確化、2）産業部門の特定と雇
用者の関与、3）教育訓練プログラムのデザイ
ン、4）資金の必要や調達先の特定、5）政策と
プログラムの調整、6）システム変更と実績の

測定から成り、焦点をあてる産業部門の特定と
関係諸機関の連携強化が強調されている29）。こ
れに対して、「繁栄への道筋ネットワーク」の
戦略は、1）キャリア・カウンセリングと情報、
2）雇用者の関与、3）二重単位、4）仲介組織、
5）州のリーダーシップと政策から成る30）。前
述のように、同ネットワークは 9～14学年の若
者に焦点をおくため、キャリア選択に向けたミ
ドルスクール段階からの 1）キャリア・カウン
セリングと情報や、前述の 3）二重単位に加
え、職場を基盤とした学習を提供するための
2）雇用者の関与と、その 4）仲介組織の設置
を強調しているのだろう。
他方、州レベルのリーダーシップや政策調
整、部門アプローチ（Sector Approach）もしく
は部門戦略（Sector Strategies）と呼ばれる方策
は両者に共通している。久本貴志31）によれば、
後者は特定の産業のニーズに対応した教育訓練
等を行うもので、貧困層対象の就労支援プログ
ラムの中で採用されてきた。「繁栄への道筋ネ
ットワーク」も 5つの戦略の中には明示してい
ないが、STEM 分野の雇用者との仲介を部門組
織が担うという戦略を採っている32）。
昨今このように、キャリア・パスウェイが州
レベルで統合されつつある。しかし、若者のキ
ャリアへの移行の改善に向けて、対象に応じた
アプローチは不可欠だろう。本稿では「繁栄へ
の道筋ネットワーク」の 5つの戦略に着目し、
9～14学年のパスウェイ開発の特質を明らかに
する。まずはカリフォルニア州でなぜパスウェ
イ開発が推進されるようになったのか、その背
景を検討する。

Ⅲ．カリフォルニア州における
キャリア・パスウェイの開発

1．地域教育パートナーシップの意義
カリフォルニア州は、人口、経済規模ともア
メリカ国内最大であり、高等教育機関の優秀性
はよく知られている。その一方で 2015年の統
計によれば33）、公立学校の 8学年生の学力レベ
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ルは英語・数学とも全米平均に満たず、生徒一
人あたりの教育支出も 1,403ドル低い 10,617ド
ルにとどまっている。2003年からの 10年間で
在籍者総数自体は微減するなか、白人生徒の割
合は 7.9％減って 25.0％、ヒスパニック系は
6.6％増加して 53.3％となり、英語学習者の割
合は全米で最も高い 22.7％だった。貧困率の
目安となる昼食代を免除もしくは減額される生
徒の割合も、全米平均より 6.2％高い 58.1％で
ある。
このような状況を鑑みると、カリフォルニア
州立大学サクラメント校による報告書『成功の
ための組織化』（Organizing for Success）の次
のような記述は頷ける。すなわち、今後はこれ
まで高等教育に進学しなかった層の生徒が増加
するため、進学時の学力低下は否めない。州立
大学では学生一人あたりの教育費が 40％以上
削減されても到達度格差の是正が求められるな
か、地域パートナーシップは教育に資金と人員
をてこ入れするための重要な方策と位置づけら
れている。また、こうした地域パートナーシッ
プの役割は他州でも重視されている34）。
さらにいえば、この広く多様な州において地
域パートナーシップはより調和の取れた改革を
達成するための有望な戦略であり、州としての
一貫性を担保する一つの方法である。後述する
ように、2012年に上院で可決した 1070法案、
職業教育パスウェイ・プログラムや、同法に基
づいて充当されたキャリア・パスウェイ・トラ
スト（Career Pathway Trust）補助金、さらにジ
ェームズ・アーヴァイン財団（James Irvine
Foundation）に代表される慈善団体からの資金
によっても、同州では産業別のパスウェイ開発
に向けて地域レベルでの協働が進展してい
る35）。
労働力開発を担うカリフォルニア州の労働力
投資委員会も、前述の地域レベルのパスウェイ
開発に参画するとともに、後述する地域のニー
ズに訓練プログラムを一致させるための取り組
みを行っている。州知事はさらに、他の教育機

関とのパートナーシップにより地域に根ざした
プログラムを提供する学区に、3年間で 7億
5000千万ドルを優先的に提供する補助金プロ
グラムの実施を決定した36）。
このように、カリフォルニア州ではヒスパニ
ック系の生徒が増大するなか、教育者や企業、
コミュニティの指導者が協働して彼らの教育的
達成を高め、それを地域経済の強化に結びつけ
るようとしている。重要な契機となったのが、
当初「多様なパスウェイズ（Multiple Path-
ways）」と呼ばれていた「関連づけられた学
習」であり、州資金が投入される以前にこの発
展を支えたのがアーヴァイン財団である。次
に、この財団の取り組みをみていく。

2．「関連づけられた学習」
カリフォルニア州では、ハイスクールが多数
の生徒にとって機能していないとの指摘が以前
からあった。2005-06年度のハイスクール入学
生では、退学した者、うまく進学や就職ができ
なかった者、規定期間内に卒業して進学、就職
した者がそれぞれ約 3分の 1ずつだったとい
う37）。こうした現状を改善するため、産業界、
教育者、地域が一致して取り組むための包括的
かつ一貫した戦略として提起されたのが「多様
なパスウェイズ」である。その目的は、卒業率
の向上と到達度及び機会の格差の解消、さらに
生活賃金を得られるキャリアと多様な中等後の
学習経験の両方に向けてすべての生徒を準備す
ることにある38）。同州で 2005年に発表された
新しい職業教育基準において、それは高レベル
のアカデミック科目の指導を高度な専門的カリ
キュラムと職場を基盤とした学習に統合する包
括的学習プログラムとして構想された39）。この
取り組みに既に 1億ドル以上を投じてきたのが
アーヴァイン財団である。

2005年、同財団に若者対象の補助金プログ
ラムを設けたアン・スタントン（Anne Stan-
ton）女史は、翌年、教育研究のコンサルティ
ングで名高い MPR Associates の協力を得て進
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学とキャリアのためのカリフォルニアセンタ
ー：コネクトエド（The California Center for
College and Career : ConnectEd）を設立した。
それは生徒を進学とキャリアの両方に向けて準
備するパスウェイの数を拡大するため、革新的
な実践や政策、研究のための拠点になることを
目的とし、プログラムの実施と評価、政策形成
の 3分野で活動を行う。コネクトエドは 2009
年までに、カリフォルニアの 15の主要産業部
門のうち 12の分野でパスウェイのデザインと
カリキュラム開発を行った。また、学区規模で
の実施に向けて政策課題を整理し、ロングビー
チを含む 9つの学区に補助金を拠出してい
る40）。
同 2009年、議会下院で 2648法案が可決さ
れ、「多様なパスウェイズ」を州規模で拡大す
るかの議論が始まった。翌年に発表された報告
書の中で、この戦略はコネクトエドによる提言
に基づいて初めて明確に定義された。それは、
1）アカデミック・コア、2）職業コア、3）職
場を基盤とした学習、4）支援サービスの 4要
素をもつ、統合された複数年にわたるプログラ
ムである41）。1）は進学準備カリキュラム、2）
は専門的な職業カリキュラム、3）は職場見学
やインターンシップ等の職場学習、4）は生徒
の学習面や心理面への支援を意味する。コネク
トエドはまた、多義的な「多様なパスウェイ」
という名称を自らの取り組みを意味する「関連
づけられた学習」に変更した。そこには、学校
教育の構造だけでなく実践を変えるという意図
が込められている42）。
次に、「関連づけられた学習連合」（Linked

Learning Alliance）について述べる。これは教
育機関、産業界、地域組織等が加盟する政策形
成を目的とした州規模の連携である。下院 790
法案、関連づけられた学習パイロット・プログ
ラムは、2010年に同連合の最高責任者となっ
たカバルドン（Christopher Cabaldon）のロビー
活動により成立したとされる。同法はさらに
63の学区に「関連づけられた学習」を拡大す

るもので、完全実施されると州のハイスクール
の 3分の 1以上の生徒がパスウェイに在籍する
ことになる43）。
この法律は新たな資金供与を伴わなかった
が、パスウェイ開発の支持者となった上院議長
代行のダレル・スタインバーグ（Darrell Stein-
berg）は、のちに大規模な補助金制度を実現さ
せた。21世紀に入りアメリカでは落ちこぼし
防止法（No Child Left Behind Act）が成立する
と、「すべての生徒を 4年制カレッジへ」との
風潮が高まった。しかし、この主張が生徒のキ
ャリアへの準備を阻害していると考えた同代行
は、小さな議員団を組織してスイスとドイツの
職業教育システムを視察し、カリフォルニアで
も同様の取り組みに投資すべきだと確信したと
いう。2012年、彼が成立に導いた上院 1070法
案、職業教育パスウェイ・プログラムにより、
中等及び中等後の職業カリキュラムの接続を強
化し、職場を基盤とした学習を拡大して産業界
と教育界とのパートナーシップを推進するため
の競争的資金の提供が可能となった。同法に基
づくキャリア・パスウェイ・トラスト補助金に
より、2014年度からの 2年間で合計 5億ドル
が IT や医療、先端的製造業といった成長分野
のパスウェイ開発に支出されている44）。
ここで、「関連づけられた学習」の効果に言
及する。前述の学区イニシアティブ補助金が提
供されたのに併せ、SRI インターナショナルと
いう非営利独立系研究所による年次調査が開始
された。それは各学区の取り組みや結果、教訓
を記述し、包括的な実施が生徒にもたらす成果
を解明しようと、模範的な認証パスウェイを質
的及び量的手法で調査したものである。量的調
査では、認証パスウェイに在籍している 12学
年生と同じ学校で、パスウェイに在籍していな
い生徒を調整グループとした。これら学区イニ
シアティヴ 9学区の学力レベルはカリフォルニ
ア州平均より低く、白人以外の生徒の割合、昼
食代を免除もしくは減額される生徒の割合は州
平均を上回っている45）。
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2014年末に公表された 5年目の評価報告書
によると、パスウェイへの参加は標準テストの
成績には結びつきにくいものの、協働やコミュ
ニケーション、判断力といった一般的な職業ス
キルの獲得と取得単位数の面で効果があり、生
徒はより厳格で（rigorous）統合され（inte-
grated）、関連付けられた（relevant）指導を受
け、同じ学区で在籍を続けている。ただ、州の
ハイスクール在籍者の 15％、28万 6千人が在
籍するこれら 9学区に認証パスウェイは 37し
かなく、同一学区の 12学年在籍者に占める割
合は多いところで 20％を超える程度だった。
パスウェイが量的に拡大するなか、質の担保が
今後の課題となっている46）。
このように、カリフォルニア州では入学生の

3分の 1が退学する等、ハイスクールは以前か
ら批判にさらされてきた。そこで生徒を進学と
キャリアの両方に準備しようと推進されたのが
「関連づけられた学習」であり、アーヴァイン
財団の豊富な資金力と政治力がこの発展を支え
た。「関連づけられた学習」の生徒への効果も、
概ね肯定的に受け止められている。ここで、背
景となるカリフォルニア州の職業教育の実際に
言及しておく。

3．職業教育の実際
アメリカのハイスクールにおける職業教育は
一般的に、総合制ハイスクールでは選択科目と
して実施される。数は少ないが都市部では、職
業ハイスクールや人種的統合を目的として特色
あるプログラムを提供するマグネット・ハイス
クールにおいて、より専門的なカリキュラムが
提供される。また、いわゆる職業訓練をハイス
クールの 11、12学年生を中心に複数の学区が
協同で提供する地域職業学校もある。カリフォ
ルニア州では地域職業センター・プログラム
（Regional Occupational Centers and Programs,
ROCPs）と呼ばれ、州内に 72ある施設が、多
くの場合、半日のプログラムを実施してい
る47）。

この他、同州で特徴的な職業プログラムが、
1984年に全米初の州補助金制度が成立したキ
ャリア・アカデミー（career academy）である。
この補助金を受給するプログラムはカリフォル
ニア・パートナーシップ・アカデミーと呼ば
れ、2015-16年度では約 400ある48）。それは大
規模ハイスクール内の学校内学校や、スモール
スクールといった小さな学習集団（small learn-
ing communities）として実施されてきた。その
目的は、都市部に多い学力面や経済面で恵まれ
ない生徒の教育と雇用の機会の改善にあり、
「関連づけられた学習」以前から、進学とキャ
リア両方への準備教育が行われている。中退防
止策として始まった経緯から、生徒の出席率や
成績、卒業率の向上等が強調され、雇用者との
連携により職場を基盤とした学習も提供され
る。学習への動機付けとなるよう、アカデミッ
ク科目と職業科目の統合カリキュラムも開発さ
れてきた49）。シンクタンク MDRC によるラン
ダム化比較試験による社会実験によれば、キャ
リア・アカデミーは卒業 8年後のとりわけ男性
の賃金への効果がみられ、エビデンスに基づく
改革モデルとして全米で注目を集めている50）。
このように設立の背景や目的も異なるプログ
ラムが混在するカリフォルニア州の職業教育で
あるが、諮問委員会を通じた企業との連携とい
う点ではアメリカ職業教育の地元主導（local
control）の伝統を有している51）。しかし、それ
は地元であってより広範な地域（region）を意
味しない。OECD 職業教育訓練レビューの指
摘にもあるように、中等職業教育が労働市場の
ニーズと乖離しがちなことは否めないだろう。
また、「繁栄への道筋ネットワーク」によれ
ば、同州ではハイスクールとコミュニティ・カ
レッジの専門プログラムの接続に課題があっ
た52）。前述のケンタッキー州で産業別のパスウ
ェイが開発されると、二重単位による認定証の
取得がハイスクール段階で奨励された。これに
対して、従来カリフォルニア州における職業プ
ログラムの接続はテクプレップとしてコンソー
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シアム内で実施されてきたが、同州では職業教
育基準の採用は任意であり専門科目の二重単位
は普及していない53）。ケンタッキーのような職
業カリキュラムの標準化を推進してこなかった
カリフォルニアであるが、ここへきて地域レベ
ルでの組織化に着手したといえよう。全米一の
人口と広範な面積を有する同州では、後述する
ように地域毎に産業別のパスウェイ開発が推進
されている54）。
このように、キャリア・アカデミーはカリフ
ォルニア州に特徴的な職業プログラムである
が、職業教育は中退防止や生徒の動機付けのた
めに導入されたことが見て取れた。また、
ROCPs とともに地元企業との連携は図られて
きたが、中等後教育との接続には課題があっ
た。以上のような職業教育の状況を踏まえ、次
に、ロングビーチの事例を検討する。

Ⅳ．ロングビーチの教育パートナーシップ

1．「継ぎ目のない教育パートナーシップ」
ロングビーチはロサンゼルスの南郊約 30 km
に位置する港湾都市で、人口は約 46万人であ
る。学区イニシアティブの中ではロサンゼルス
統一学区の次に在籍者が多く、白人以外の生徒
の割合は 85％、英語学習者は 15％を占める。
昼食代を免除もしくは減額される生徒の割合は
68％で、ハイスクールの卒業率は約 80％であ
る55）。
ロングビーチにおける教育パートナーシップ
の発端は、1990年代初めに遡る。当時、主要
企業のいくつかで規模縮小や移転があり、学区
の生徒はかなりの割合が貧困家庭出身で英語学
習も必要になっていた。こうした状況に危機感
を感じた市長の呼びかけにより経済界が創設し
たのが、ロングビーチ経済パートナーシップで
ある。これは地域経済の回復に焦点を当てたも
のだが、その前提条件としての教育の重要性を
指摘し、ロングビーチ統一学区とロングビーチ
・シティ・カレッジ、さらにカリフォルニア州
立大学ロングビーチ校に経済パートナーシップ

に似た教育パートナーシップを結ぶよう求め
た。これら 3機関のリーダーがすぐに行動を開
始すると、地元企業から 30万ドルの寄付が集
まったという56）。
その後、同教育パートナーシップはハイスク
ールの生徒をいかに進学に備えるかについて議
論を重ね、最終的に世界レベルの「継ぎ目のな
い教育パートナーシップ（the Seamless Educa-
tion Partnership）」を目標に活動することになっ
た。企業側は教育パートナーシップが成熟する
につれその主導を許し、現在では企業と教師間
の関係づくりを目的とした「社長の一日」プロ
グラムへの参加や、ハイスクールへの資金援助
等を行っている57）。
このような取り組みの中で特に大きな成果を
挙げているのが、2008年 3月に上記 3機関の
リーダーが学区内すべての生徒にカレッジへの
進学機会を保証するとして署名した「ロングビ
ーチ・カレッジ・プロミス」である。まず、シ
ティ・カレッジではプレイスメント・テストで
はなくハイスクールの成績に基づいて英語と数
学のクラス分けを行い、入学後、最初のセメス
ターで受講を開始させ、この学期の授業料は免
除する。この取り組みによりカレッジ・レベル
の英語を修了した学生の数が前年度の 5倍、数
学では 2倍となった。カリフォルニア州立大学
ロングビーチ校への入学についても、2008～
2012年の間で 43％増加した。学区からの新入
生やシティ・カレッジからの編入生は、今やよ
り高い基準で入学した州外からの学生より在籍
率が高いという58）。
この他にも、生徒と家族への早期からの継続
的な働きかけ（outreach）として、学区内の小
学校 4、5年生がシティ・カレッジや同州立大
学を訪問する、ミドルスクールの 8学年の生徒
と保護者が個人の教育計画書に具体的な目標を
書き込んで誓約するといった取り組みを行って
いる。ハイスクールでは 11学年でプレイスメ
ント・テストを受験させ、補習教育の必要性を
在学中に生徒に告知している。教員間でも、科
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目の目標レベルの設定やカリキュラムの調整等
が行われている59）。
このような「カレッジ・プロミス」の取り組
みは、全米教育サミットでオバマ大統領から称
賛を受け、フレズノやロサンゼルスといった地
域でも同様のパートナーシップが締結され
た60）。成功の要因として関係者は、学区とコミ
ュニティ・カレッジ、そして州立大学一機関ず
つのパートナーシップだった点を指摘してい
る。コミュニティ・カレッジによっては通学区
域が 10以上の学区に及ぶ場合もあることから、
ロングビーチでは関係者間の意思疎通が容易だ
ったことは事実だろう61）。
「繁栄への道筋ネットワーク」の戦略として
は、進学のための 1）キャリア・カウンセリン
グと情報が重視されていた。学区とシティ・カ
レッジ、州立大学のパートナーシップにより、
ほとんどが白人以外で占められている地元学区
卒業生の進学が様々な仕掛けで促されている。
筆者が聞き取りを行った時点では、戦略 3）二
重単位は実施されていなかった。アドバンスト
・プレイスメント（Advanced Placement, AP）
やオナーズ・プログラム（Honors Program）と
いった成績優秀者対象のプログラムとは異な
り、経済的に恵まれなかったり、高等教育機関
への在籍が従来少なかった生徒層への効果が期
待されるのが二重単位である62）。「カレッジ・
プロミス」も同様の生徒層に向けた取り組みで
あるが、後述するように 2015-16年度では専門
科目で導入されている。同ネットワークのその
他の戦略については、次節以降で取り上げる。

2．「関連づけられた学習」の導入
ロングビーチ統一学区では、なぜ進学ととも
にキャリアへの準備に焦点を当てた改革が行わ
れるようになったのか。同学区のレニー・シッ
プマン女史によれば、以前のような進学のみを
重視する教育では生徒を学校に関わらせること
ができず、退学者も多かった。「関連づけられ
た学習」はすべての生徒を学校に結びつけるた

めの手段であり、アカデミックな内容を職業科
目の中で応用的に学習させることで、生徒に学
校とその後の世界の関連性を意識させることが
できる。もちろん、すべての生徒に進学を奨励
するわけではない。
同学区には在籍者が 3,000～4,000人の総合制
ハイスクール 6校と、STEM 関連のマグネット
・ハイスクール、芸術に焦点を当てたスモール
スクール、その他、成績不振者向けのオルター
ナティブスクール等がある。総合制のうち一校
は伝統的なアカデミック・プログラムが中心だ
が、それ以外はすべて「関連づけられた学習」
のパスウェイで編成され、そこに約 2万 5千人
のハイスクール在籍者のうち約 2万人が在籍し
ている63）。
さて、同学区の小さな学習集団への再編は

2002年に遡る。これは大規模な総合制ハイス
クールを 600人程度の学習集団に分割し、生徒
と教師が相互の結びつきを培う場へと再編する
ものである。同学区にはそれ以前からパートナ
ーシップ・アカデミーが 2つ存在したが、この
年に 5つの総合制ハイスクールが連邦補助金を
獲得し大規模な再編を行った64）。
ロングビーチにおけるさらなる転換は、2008
年の「関連づけられた学習」の導入による。こ
れを機に従来は ROCPs で提供されていた職業
科目が各ハイスクールのパスウェイに組み込ま
れ、産業界との連携強化や科目の履修順序を改
善する等の改革が行われた。これは前述のアー
ヴァイン財団の学区イニシアティブによるもの
で、学区とハイスクール、労働組合、コミュニ
ティ、企業、産業、そして市民がパートナーシ
ップを結び、実施に向けた調査も行われた。補
助金の額は 2年間で 120万ドルにのぼる65）。
シップマン女史によれば、このような開発の
根本にあるのが『アカデミック＆キャリア・サ
クセス・イニシアティブ』（Academic & Career
Success Initiative）である66）。それは生徒の進
学とキャリアへの準備の改善に向けて、2007
年に教育委員会が全会一致で承認したもので、
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学区のより大きな戦略的計画の一部として、ハ
イスクール卒業時にすべての生徒にできるだけ
多くの選択肢を持たせることを目的としてい
る。イニシアティヴの核心は先の「継ぎ目のな
い教育パートナーシップ」の強化にあり、カレ
ッジへの入学を保証するための生徒の基準点を
確立するとともに、こうした努力を職業プログ
ラムとも調整することが強調された。キャリア
・カウンセリングについては、「繁栄への道筋
ネットワーク」が開発中のミドルスクール段階
のウェブ教材を、学区として試行中である。
次に、2009-2014年の実施計画である『ハイ
スクール改革イニシアティブ』（High School
Reform Initiative）では、副題に「カレッジとキ
ャリアの成功：すべての学習者を関与させる」
とある。この方針に従い、同学区は州のすべて
の部門のパスウェイを 5つの総合制ハイスクー
ルに各々 6～8ずつ設けた67）。シップマン女史
によれば、ロングビーチの特徴は学区全体に
「関連づけられた学習」を導入した点にある。
他学区では小規模のパイロットで実施すること
が多いが、よい取り組みならばすべての生徒に
機会を提供すべきというのが同学区の方針であ
った68）。そのために質の高いプログラムに特定
層の生徒を集中させない、AP 科目へのアクセ
スを平等にするといった取り組みが行われてき
たが、それでもなおパスウェイ間の序列や、教
員の割り当てに偏りが見られるという69）。ま
た、そもそも外部資金は計画の策定が目的であ
るため、今後の実施体制を整えることが喫緊の
課題となっている70）。
このように、ロングビーチではハイスクール
を小さな学習集団に再編することに始まり、す
べての生徒を学校に関わらせ、彼らの進学とキ
ャリアの選択肢を広げようと「関連づけられた
学習」が導入された。そのために様々な地域組
織とパートナーシップが締結されたが、職場を
基盤とした学習を提供するための雇用者との連
携について次に取り上げる。

3．経済界とのパートナーシップ
「関連づけられた学習」にとって職場を基盤
とした学習は、教育訓練を提供するだけでな
く、学習をより真正に（authentic）にするため
の不可欠の要素である。そのため学区では、企
業と教員の間に入り意思疎通を促進する、専門
用語や生徒への期待について両者のギャップを
埋めるといった役割を担ってきた。また、同じ
分野の学校やパスウェイが企業との関係作りに
おいて競合しないよう、2009年に教育ビジネ
ス諮問委員会（Education Business Advisory）を
設置し、企業との連携を調整・促進してき
た71）。現在、学区では 9～10学年で「仕事につ
いて学ぶ」、11学年で「仕事を通して学ぶ」、
12学年で「仕事に向けて学ぶ」という連続し
た職場を基盤とした学習モデルを策定し、充実
に努めている72）。
さらに 2012年、「繁栄への道筋ネットワー
ク」の提言により、労働力開発に関与し職場を
基盤とした学習の仲介を行う団体として設立さ
れたのが「ロングビーチ・コール」（Long
Beach Collaborative to Advance Linked Learning,
Long Beach CALL）である。ロングビーチの地
元経済は約 8割が小規模経営であり、ハイスク
ールの生徒全員に一連の職場を基盤とした学習
を提供する能力は企業側にも教育機関側にもな
い。そのため、参加する生徒を特定、準備、受
け入れ、評価するための仲介組織の必要性が指
摘された。設立メンバーは、ロングビーチ統一
学区、カリフォルニア州立大学ロングビーチ
校、ロングビーチ・シティ・カレッジ、そして
ロングビーチ港の関係者である。2013年の夏
以降、生徒に加え教師向けの職場を基盤とした
学習の提供や、労働力開発のためのコミュニテ
ィ組織及び労働力投資委員会等との会合を行っ
てきた。当初は非常勤職員だったが、2014年
には常勤の責任者が雇用されている73）。
どこかを手始めに、その上に積み重ねていく
のがパートナーシップ形成の王道であるが、
「関連づけられた学習」はこうした結びつきを
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確立し強化するための手段になる。その一方
で、コミュニティの中で生徒に必要な経験は提
供できるのか、都市部以外ではこうしたパート
ナーシップの形成は難しいのではといった指摘
もなされている74）。
このように、ロングビーチでは「関連づけら
れた学習」の導入を機に経済界とのパートナー
シップ強化が図られ、アメリカでは例が少ない
とされる職場を基盤とした学習を仲介する組織
も設置された75）。「繁栄への道筋ネットワーク」
の戦略である 2）雇用者の関与が促進され、4）
仲介組織も設置されたことになる。最後に、産
業別のパスウェイ開発の中核を担うロングビー
チ・シティ・カレッジの取り組みを中心にみて
いく。

4．コミュニティ・カレッジを中核とした開発
まず、ロングビーチ・シティ・カレッジのプ
ロフィールを述べる。在籍者は 2015年春時点
で約 2万 5千人、そのうちヒスパニック系が
55.5％、白人が 14.3％、アフリカ系が 13.1％、
アジア系／太平洋諸島／フィリピンが 12.4％
を占める。学生の平均年齢は 25.5歳、生徒の
希望学位は 4年制への編入が 46％、準学士が 7
％、職業（資格証）が 19％である76）。2013年
秋と比較すると在籍者は減少し平均年齢も低下
している。好調な景気の影響だろう。

2014-15年度、同カレッジはロサンゼルス地
域のコミュニティ・カレッジや学区とコンソー
シアムを形成し、カリフォルニア・パスウェイ
ズ・トラスト補助金 1,500万ドルを獲得した。
この「先端的製造業と工学技術に関する関連づ
けられた学習」（The Advanced Manufacturing
Engineering Technology Linked Learning, AME-
TLL）コンソーシアムには、コミュニティ・カ
レッジ 5校とハイスクール 30校を含む 14学
区、産業界に加え、職場を基盤とした学習の仲
介を行う労働力投資委員会及び「ロングビーチ
・コール」が参加した。会合は月一回、4つの
委員会（計画、カリキュラム、職場を基盤とし

た学習、パスウェイ／移行）毎に開かれ、産業
界とすべてのカレッジから担当者が参加する。
インタビューしたスミス女史はロングビーチ・
シティ・カレッジでキャリア・パスウェイの責
任者を務める人物で、職業教育関係の補助金の
応募と管理を担当している。ロングビーチ統一
学区も、これとは別に医療分野で 600万ドルの
補助金を獲得した77）。
「繁栄への道筋ネットワーク」も指摘するよ
うに、カリフォルニア州ではこれまでキャリア
・アカデミーや「関連付けられた学習」への投
資が行われ、地元企業との連携強化が図られて
きた。その半面、ハイスクールと中等後の専門
プログラムとの接続関係には課題があった78）。
AMETLL コンソーシアムの 5つのカレッジの
中でも、工学技術と先端的製造業分野でハイス
クールの生徒がカレッジの単位を取得できるの
は半数程度で、ロングビーチ・シティ・カレッ
ジでは提供されていない。そのため、同コンソ
ーシアムの第一の目標はハイスクールの生徒に
二重在籍（dual enrollment）の機会を増やすこ
とに置かれた79）。
そこで有効な方策と考えられたのが、STEM
分野の進学準備カリキュラムとして知られる
Project Lead The Way（PLTW）の導入である。
これは非営利の第三者機関により提供されるカ
リキュラムと教材であり、教師教育と認証もパ
ッケージされているため、中等及び中等後教育
間で導入のための調整が容易な点が評価され
た80）。加えて、両者間で既存科目の内容を調整
することによる二重単位の開発も着手された。
これは前述のカリキュラム委員会で検討されて
いる。2015-16年度の春学期、例えば、ジョー
ダン・ハイスクール（Jordan High School）の
建築・建設・工学アカデミーにおいて、カリフ
ォルニア州立大学ロングビーチ校から前述の
PLTW 科目、ロングビーチ・シティ・カレッ
ジから建築製図、建設数学の他 2科目が二重在
籍として提供されている81）。
後者のようなボトムアップで行われるカリキ
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ュラム開発を促進しようと、カリフォルニア・
コミュニティ・カレッジ総長オフィスは産業と
の結びつきを支援するための補助金をいくつか
提供している。スミス女史によれば、そのうち
部門ナビゲーター（Sector Navigator）補助金は
州を 7つの拡大地域（Macro Region）に分け、
10の産業部門ごとに専門家である部門ナビゲ
ーターを配置する。部門ナビゲーターが州レベ
ルで活動するのに対し、10のうち 5つを占め
る優先部門と緊急部門には副部門ナビゲーター
が置かれ地域内で活動する82）。例えば、ロサン
ゼルス地域はオレンジ・カウンティと共に拡大
地域を構成し、部門ナビゲーターは共通だが、
副部門ナビゲーターはそれぞれに置かれ優先部
門や緊急部門も異なる。ロサンゼルス地域の優
先部門は先端的製造業と先端的運輸・再生エネ
ルギー、医療の 3つ、緊急部門はエネルギー・
建設・公益事業と情報通信技術／デジタル・メ
ディアの 2つである83）。AMETLL コンソーシ
アムは前者の優先部門にあたり、地域内のコミ
ュニティ・カレッジ 18校のうち先端的製造業
を重視する 5校がパスウェイ開発を主導してい
る。
スミス女史によれば、パーキンス法による補
助が例年 100万ドル程度であることを考える
と、今回の 1,500万ドルは前代未聞の金額であ
る。これにより学区は「関連づけられた学習」
の導入を、コミュニティ・カレッジは資格証が
有効な地域を拡大したいと考えている。ロサン
ゼルス地域でも、例えば、看護プログラムの資
格証要件がカレッジ毎に異なるためその調整に
着手したところである。持ち運び、積み重ねで
きる資格証システムを構築することで、それを
キャリアラダー（職階）として昇格や昇給に結
びつけられるようにしたいという。職業教育で
は理論を応用的に学習できることから、カレッ
ジでも指導の効果が上がっている。今後、パス
ウェイではハイスクールとの間で科目履修の順
序を明記し、最終的にはそれをオンラインで示
したいとのことだった84）。

その一方で、コミュニティ・カレッジの意思
決定の構造は障害となり得る。例えば、どのよ
うな知識やスキルが必要かは産業界主導で決定
しても、それをカリキュラムに反映させるのは
カレッジ側である。学区ではトップダウンで意
思決定がなされるが、ガバナンスが共有されて
いるコミュニティ・カレッジでカリキュラムを
変更するには委員会の承認等の長いプロセスが
必要で、コンソーシアムでの合意も求められ
る。このように、コミュニティ・カレッジでは
産業界が望むカリキュラムを迅速に実施できな
い一方で、競争相手の私立カレッジではそれが
可能である反面、授業料は高額とされる85）。
以上のように、カリフォルニア州ではキャリ
ア・パスウェイ・トラスト以外にも部門アプロ
ーチを推進するための補助金制度が設けられ、
コミュニティ・カレッジを核として産業別のパ
スウェイ開発が大規模に推進されている。これ
は「繁栄への道筋ネットワーク」の戦略 5）州
のリーダーシップと政策にあたる。重視されて
いたのは、中等及び中等後教育間で専門教育を
円滑に接続するための二重単位であり、導入に
向けた調整が容易なパッケージ化されたカリキ
ュラも採用されていた。

Ⅴ．おわりに

近年、パスウェイ開発に多大な資金を投じて
いるカリフォルニアであるが、そもそも職業教
育を重視してきた州ではない。学力面や経済面
で恵まれない生徒が増大するなか、同州では職
業教育を通じて彼らを学校へ関わらせ、アカデ
ミック科目の応用的な指導による学力向上が企
図されてきた。現在、「関連づけられた学習」
の効果が検証されているが、生徒はより厳格で
統合され、関連付けられた指導を受けたとして
いる。今後、キャリア・パスウェイが地域の労
働力開発と密接に結びつくことになれば、一般
的な職業スキルを身につけた若者はキャリアへ
のより円滑な移行が可能となろう86）。4年制大
学への先進的な編入制度が日本でも評価されて
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きた同州のコミュニティ・カレッジだが87）、専
門科目の二重単位は今後の課題として、地域毎
に産業別のパスウェイ開発が推進されつつあ
る。
以上のような検討を通じて、第 1に、9～14

学年のパスウェイ開発においては、キャリア・
カウンセリング、二重単位、職場を基盤とした
学習、それを提供するための仲介組織の重要性
を指摘できる。第 2に、従来は職業教育と労働
力開発で別々に行われてきたパスウェイ開発
が、地域レベルで統合されつつあることを実証
することができた。第 3に、カリフォルニア州
で地域教育パートナーシップを強化させる要因
となったのは、学力面や経済面で恵まれない生
徒の増大であることが明らかになった。
アメリカの中等学校改革における新たな 3

R’s として、「厳格さ（rigor）、関連性（rele-
vance）、関係性（relationship）」がよく言及さ
れる88）。しかし、全米職業教育研究所（Na-
tional Research Center for Career and Technical
Education）の指摘にもあるように内実はむし
ろ逆で、学習コミュニティの「関係性」こそが
学習内容の「関連性」を担保し「厳格さ」を可
能にする89）。ロングビーチの事例はまさにこの
ことを物語っており、とりわけ学力面や経済面
で恵まれない若者の職業への移行支援に地域パ
ートナーシップは不可欠の要素といえる。
今後の課題として、本稿では「関連づけられ
た学習」による教育内容・方法改革について、
また、カリフォルニア州の労働力開発とコミュ
ニティ・カレッジの職業教育についても検討が
不十分であり、他日を期したい。
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